
（単位：円）

番号
平成２９年度

予算額
平成２９年度

決算額
差　異 備　考

1 Ⅰ．事業活動収支の部

2 １．事業活動収入

3 ① 会費収入

4  　定額会費収入 82,850,000 80,249,000 2,601,000

5  　比例会費収入 176,100,000 176,046,000 54,000

6 ② 特定資産運用収入

7 　 特定資産利息収入 4,200,000 4,208,475 △ 8,475

8 ③ 入会金収入

9 　 入会金収入 10,400,000 2,600,000 7,800,000

10 ④ 事業収入

11  　受験料収入 17,220,000 19,458,600 △ 2,238,600

12  　外務員登録手数料収入 10,500,000 12,221,000 △ 1,721,000

13   刊行物頒布等収入 400,000 234,390 165,610

14 ⑤ 補助金等収入

15 　助成金収入 6,000,000 6,000,000 0

16 ⑥ 過怠金収入
0

36,000,000
18 ⑦ 雑収入
19 　 雑収入 0 12,500 △ 12,500
20 事業活動収入計 343,670,000 337,029,965 6,640,035
21 ２．事業活動支出
22 ① 事業費支出
23    調査・研究費支出 17,681,000 14,360,577 3,320,423
24    業務資料発行費支出 12,867,000 10,928,465 1,938,535

8,595,000
△ 1,226,588

11,871,000
1,226,588

27    あっせん関係費支出 19,095,000 17,598,900 1,496,100
14,610,000

45,367
192,600,000

△ 24,965,224
0

12,614,000
0

3,153,000
32    事務所賃借料支出 22,900,000 22,833,402 66,598
33    事務所施設費支出 400,000 0 400,000

35,050,000
△ 950,914

35 事業費支出計 325,565,229 302,738,993 22,826,236
36 ② 管理費支出
37    総会・委員会費支出 3,490,000 2,612,286 877,714

7,480,000
857

39    職員給与支出 12,700,000 12,570,769 129,231
0

5,406,000
41 　 事務所賃借料支出 3,137,000 3,113,628 23,372
42 　 事務所施設費支出 100,000 0 100,000

17,860,000
△ 129,670

44 管理費支出計 50,044,187 43,999,976 6,044,211
45 事業活動支出計 375,609,416 346,738,969 28,870,447

46 事業活動収支差額 △ 31,939,416 △ 9,709,004 △ 22,230,412

（注1）

（注1）

（注1）

26    外務員登録関係費支出

30    役員退職慰労金支出 12,614,000 0

　 役員報酬支出

（注1）

（注1）

（注２）

28 14,655,367 0

38 　 役員報酬支出 7,480,857 0

40 　 役員退職慰労金支出 5,406,000 0 （注1）

29

　平　成　２９　年　度　収　支　計　算　書　　
平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで

科目

17

25    広報･研修試験費支出 （注1）

　過怠金収入 36,000,000 0

   職員給与支出

追記情報２

5,064,908 2,303,504

160,403,547 7,231,229

13,097,588 0

　 その他事務管理費支出 12,816,436 4,913,89443

31    退職給付支出 3,153,000 0 （注1）

34    その他事務管理費支出 28,029,239 6,069,847 （注1）



（単位：円）

番号
平成２９年度

予算額
平成２９年度

決算額
差　異 備　考科目

47 Ⅱ．投資活動収支の部
48 １．投資活動収入
49 ① 特定資産取崩収入
50 　 預り預託金充当資産取崩収入　 30,000,000 23,000,000 7,000,000
51    過怠金積立資金取崩収入 12,830,111 17,598,900 △ 4,768,789
52    自主規制事業実施積立資金取崩収入 127,741,889 38,259,688 89,482,201
53 　 役員退職慰労引当資産取崩収入 0 18,020,000 △ 18,020,000
54 　 退職給付引当資産取崩収入 0 3,153,000 △ 3,153,000
55 投資活動収入計 170,572,000 100,031,588 70,540,412
56 ２．投資活動支出
57 ① 特定資産取得支出

40,000,000
4,000,000

0
36,000,000
1,616,000
3,746,000

61 　 退職給付引当資産取得支出 15,790,000 14,880,000 910,000
62 ② 固定資産取得支出

10,000,000
1,080,584

64 　 ソフトウエア取得支出 400,000 0 400,000
65 投資活動支出計 112,632,584 111,322,584 1,310,000

66 投資活動収支差額 57,939,416 △ 11,290,996 69,230,412

67 Ⅲ．財務活動収支の部
68 １．財務活動収入
69 ① 預り預託金収入

40,000,000
4,000,000

71 財務活動収入計 44,000,000 44,000,000 0
72 ２．財務活動支出
73 ① 預り預託金返還支出
74         　預り預託金返還支出 30,000,000 23,000,000 7,000,000
75 財務活動支出計 30,000,000 23,000,000 7,000,000

76 財務活動収支差額 14,000,000 21,000,000 △ 7,000,000

77 Ⅳ．予備費支出 40,000,000 0 40,000,000

78 当期収支差額 0 0 0

79 前期繰越収支差額 10,000,000 10,000,000 0 （注３）

80 次期繰越収支差額 10,000,000 10,000,000 0

（注１）

（注２）　予算科目のうち、管理費支出－その他事務管理費支出より129,670円を什器備品取得支出に流用しております。

（注３）

44,000,000 0 追記情報３（１）

（注1、注２）

58 　 預り預託金充当資産取得支出　

59    過怠金積立資金取得支出 36,000,000 0 追記情報２

（注1）

　予算科目のうち、事業費支出-広報・研修試験費支出より1,226,588円を事業費支出-外務員登録関係費支出に、事業費支出－職
員給与支出より45,367円を事業費支出－役員報酬支出に、12,614,000円を事業費支出－役員退職慰労金支出に、3,153,000円を事
業費支出－退職給付支出に、857円を管理費支出－役員報酬支出に、5,406,000円を管理費支出－役員退職慰労金支出に、
3,746,000円を役員退職慰労引当資産取得支出に、事業費支出－その他事務管理費支出より950,914円を什器備品取得支出に流
用しております。

　平成２９年度予算額欄の前期繰越収支差額は、平成２９年６月２３日に開催された第２８回通常総会において決議された平成２８
年度収支計算書による平成２８年度決算額欄の次期繰越収支差額を計上しております。

　 什器備品取得支出 11,080,584 0

追記情報３（１）
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70 　預り預託金収入 44,000,000 0

60 　 役員退職慰労引当資産取得支出 5,362,000 0



1

2 　資金の範囲

3 　次期繰越収支差額に含まれる資産及び負債の内訳

（単位：円）

科目 前期末残高 当期末残高

現　金　預　金 17,765,604 11,567,510

前　払　費　用 1,634,820 152,141

未　収　収　益 1,030,512 1,028,586

未　収　会　費 45,000 45,000

未　収　入　金 1,300,000 1,300,000

合計 21,775,936 14,093,237

未　　 払　　 金 10,051,918 0

預　 　り　　 金 439,035 995,520

未　払　費　用 817,783 2,098,117

未払消費税等 467,200 999,600

合計 11,775,936 4,093,237

次期繰越収支差額 10,000,000 10,000,000

4 　科目間の流用について

（１）

（２） 　予算科目のうち、管理費支出－その他事務管理費支出より129,670円を什器備品取得支出に流用しております。

（単位：円）

番号 科目 当初予算 科目間流用 流用後予算額

1 事業活動支出－事業費支出－広報・研修試験費支出 8,595,000 △ 1,226,588 7,368,412

2 事業活動支出－事業費支出－外務員登録関係費支出 11,871,000 1,226,588 13,097,588

3 事業活動支出－事業費支出－役員報酬支出 14,610,000 45,367 14,655,367

4 事業活動支出－事業費支出－職員給与支出 192,600,000 △ 24,965,224 167,634,776

5 事業活動支出－事業費支出－役員退職慰労金支出 0 12,614,000 12,614,000

6 事業活動支出－事業費支出－退職給付支出 0 3,153,000 3,153,000

7 事業活動支出－事業費支出－その他事務管理費支出 35,050,000 △ 950,914 34,099,086

8 事業活動支出－管理費支出－役員報酬支出 7,480,000 857 7,480,857

9 事業活動支出－管理費支出－役員退職慰労金支出 0 5,406,000 5,406,000

10 事業活動支出－管理費支出－その他事務管理費支出 17,860,000 △ 129,670 17,730,330

11 投資活動支出－特定資産取得支出－役員退職慰労引当資産取得支出 1,616,000 3,746,000 5,362,000

12 投資活動支出－固定資産取得支出－什器備品取得支出 10,000,000 1,080,584 11,080,584

合計 299,682,000 0 299,682,000

収 支 計 算 書 に 対 す る 注 記

　資金の範囲には、現金預金、前払費用、未収収益、未収会費、未収入金、未払金、預り金、未払費用及び未払消費税等を含めておりま
す。
　なお、前期末及び当期末残高は、下記３に記載するとおりであります。

　本収支計算書は、一般社団法人金融先物取引業協会が平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日までの期間における収支の状況を協
会の会員及び監督官庁に対して報告するために「公益法人会計における内部管理事項について」（平成１７年３月２３日公益法人等の指導
監督等に関する関係省庁連絡会議幹事会申合せ）に従って作成しております。

　予算科目のうち、事業費支出-広報・研修試験費支出より1,226,588円を事業費支出-外務員登録関係費支出に、事業費支出－職
員給与支出より45,367円を事業費支出－役員報酬支出に、12,614,000円を事業費支出－役員退職慰労金支出に、3,153,000円を事
業費支出－退職給付支出に、857円を管理費支出－役員報酬支出に、5,406,000円を管理費支出－役員退職慰労金支出に、
3,746,000円を役員退職慰労引当資産取得支出に、事業費支出－その他事務管理費支出より950,914円を什器備品取得支出に流用
しております。



＜追記情報＞

1 　平成２９年度収支予算書（収支計算書ﾍﾞｰｽ）に関する事項第１項及び第２項に係る増額は行われておりません。

2

（単位：円）

当初予算額 予算増額 平成２９年度予算額

0 36,000,000 36,000,000

3 　平成２９年度収支予算書（収支計算書ﾍﾞｰｽ）に関する事項第４項については、以下の通りとなっております。

（１）

（単位：円）

当初予算額 予算増額 平成２９年度予算額

40,000,000 4,000,000 44,000,000

（２） 　平成２９年度収支予算書（収支計算書ﾍﾞｰｽ）に関する事項第４項（２）に係る増額は行われておりません。

　平成２９年度収支予算書（収支計算書ﾍﾞｰｽ）に関する事項第３項については、当初予算に計上していなかった過怠金収入が生じたことにより、過怠金
積立資金取得支出の増額を行っております。

過怠金収入が生じたことにより過怠金積立資金取得支出の増加

※　これに対する収入（過怠金収入）も同額の予算増加を行っております。

　Ⅱ　投資活動収支の部　２．投資活動支出　①　特定資産取得支出　預り預託金充当充当資産取得支出において、当初予算で予定した以上の会
員が入会したときに納入する預託金に係る預り預託金充当資産取得支出の増加又は当初予算で予定した以上の会員の純資産額の見直しによる
預託金の増加が生じたことにより、預り預託金充当資産取得支出の増額を行っております。

入会又は洗替えによる預り預託金充当資産取得支出の増加

※　これに対する収入（預り預託金収入）も同額の予算増加を行っております。
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